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鉄道利用促進事業補助金等交付要綱 

 

平成２２年９月２４日制定 

福島県鉄道活性化対策協議会  

 

第 1 章 総 則 

（趣旨） 

第１条 福島県鉄道活性化対策協議会（以下「協議会」という。）は、県内在来線鉄道の利

用促進と沿線地域の活性化を図る会員市町村（以下「会員」という。）に対し、この要

綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金等を交付する。  

 

（補助金等の交付方法） 

第２条 会員は、この要綱に基づき、補助金の交付又は物品の交付のいずれかを選択でき

るものとする。  

 

第２章 補助金 

（補助対象事業） 

第３条 補助対象事業は会員が行う鉄道の利用促進事業及び鉄道を用いた地域活性化事業

（以下「鉄道利用促進事業」という。）とし、補助対象経費は次に掲げる経費とする。  

(1) 鉄道利用促進事業に係る経費（ソフト事業に限る。ただし、人件費、旅費、委託費

を除く。） 

 

（補助額） 

第４条 補助金の額は、定額とし、かつ協議会長（以下「会長」という。）が定める額とす

る。 

 

（補助対象期間）  

第５条 補助金の交付を受けようとする会計年度の４月１日以降に着手し、２月末日まで

に完了しなければならない。  

 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付申請は、鉄道利用促進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添えて会長に提出するものとし、その提出期限は会長が別に定める日とす

る。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) その他参考となる書類  

 

（変更等の承認の申請） 

第７条 補助対象事業費の３０パーセント以上の増減をしようとする場合、鉄道利用促進
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事業を中止し、又は廃止しようとする場合は会長の承認を受けなければならない。  

２ 会長の承認を受けようとする場合は、鉄道利用促進事業変更（中止・廃止）承認申

請書（様式第２号）を会長に提出しなければならない。  

 

（申請を取り下げることができる期日）  

第８条 交付の決定の通知を受理した日から起算して１０日を経過した日とする。  

 

（概算払） 

第９条 会長は必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について概算払の方

法により補助金を交付することができる。  

２ 前項の規定に基づき補助金の概算払を受けようとするときは、鉄道利用促進事業補助

金概算払請求書（様式第３号）を会長に提出しなければならない。  

 

（完了報告）  

第 10 条 会員は、当該事業が完了したときは、鉄道利用促進事業完了報告書（様式第４

号）を会長に提出しなければならない。  

 

（実績報告及び補助金の請求）  

第 11 条 実績報告は、鉄道利用促進事業実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を

添えて、事業完了の日（事業廃止について会長の承認を受けた場合においては、承認を

受けた日）から起算して２０日を経過した日までに、会長に提出しなければならない。 

(1) 事業実績書 

(2) 収支精算書 

(3) その他参考となる書類  

２ 会員は補助事業が完了した場合は、第９条に規定する概算払の残額を含め、補助金交

付請求書（様式第６号）を会長に提出しなければならない。  

 

（会計帳簿の整備等） 

第 12 条 会員は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備し、補助事

業等の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しなければなら

ない。 

 

第３章 物品の交付 

（物品の種類） 

第 13 条 交付する物品は、会員が鉄道の利用促進事業を実施する場合に要する次に掲げ

る資材とする。 

(1) 鉄道利用促進に係る啓発資材（のぼり、配布グッズなど）  

(2) 駅周辺の環境整備に係る資材（プランター、花の苗、種子など）  

２ 資材については、原則として「福島県鉄道活性化対策協議会」の名入れを行うものと

する。 
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（物品の交付額）  

第 14 条 交付する物品は会長が定める額以内の物品とする。  

 

（物品の交付申請）  

第 15 条 物品の交付申請は、鉄道利用促進事業物品交付申請書（様式第７号）によるも

のとし、その提出期限は会長が別に定める日とする。  

 

（物品の交付時期）  

第 16 条 物品の交付方法及び交付時期については、会長が会員と協議して別に定める。  

 

（報告） 

第 17 条 物品の交付を受けた会員は、受理後速やかに鉄道利用促進事業物品受領書（様

式第８号）を、会長に提出しなければならない。  

 

（物品受払帳簿の整備等）  

第 18 条 会員は、物品の受払状況を記載した帳簿その他の書類を整備し、物品を受け入

れた日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。  

  

附 則 

 この要綱は、平成２２年９月２４日から施行する。  


